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1．予算常任委員会産業生活分科会/産業生活常任委員会 関係議案 

○市民文化部  
≪予算常任委員会産業生活分科会≫ 
議案第 70号 令和３年度四日市市一般会計予算 
   第１条 歳入歳出予算 
    歳出第２款 総務費 
       第１項 総務管理費 
        第１目 一般管理費（関係部分） 
        第４目 文書広報費（関係部分） 
        第 10目 地区市民センター費 
        第 11目 国際化推進費（関係部分） 
               第 12目 あさけプラザ費 
        第 13目 計量消費経済費 
               第 16目 男女共同参画費 
        第 17目 コミュニティ活動費 
        第 18目 市民活動費 
        第 19目 文化振興費 
        第 20目 生涯学習振興費 
        第 23目 諸費（関係部分） 
       第３項 戸籍住民基本台帳費 
      第 10款 教育費 

第５項 社会教育費 
         第３目 公民館費（関係部分） 
 
議案第 123号 令和２年度四日市市一般会計補正予算（第 10号） 
   第１条 歳入歳出予算の補正 

歳出第２款 総務費 
第１項 総務管理費 
第 10目 地区市民センター費 
第 11目 国際化推進費（関係部分） 
第 12目 あさけプラザ費 
第 17目 コミュニティ活動費 
第 18目 市民活動費 

       第３項 戸籍住民基本台帳費 
   第２条 繰越明許費の補正（関係部分） 

 
第３条 債務負担行為の補正（関係部分） 
 

議案第 129号 令和３年度四日市市一般会計補正予算（第１号） 
   第１条 歳入歳出予算の補正 

歳出第２款 総務費 
  第３項 戸籍住民基本台帳費 
 

≪産業生活常任委員会≫ 
請願第７号 日本政府に「核兵器禁止条約」への賛同と批准を求める 

四日市市議会から政府・国会への意見書の提出について 
 

○商工農水部   
≪予算常任委員会産業生活分科会≫ 
議案第 70号 令和３年度四日市市一般会計予算 
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   第１条 歳入歳出予算 
歳出第５款 労働費 

第１項 労働諸費 
第６款 農林水産業費 

  第１項 農業費 
第２項 畜産業費 
第３項 農地費（関係部分） 
第４項 水産業費 

第７款 商工費 
第１項 商工費  

   第１目 商工総務費 
         第２目 商工業振興費 

第２条 債務負担行為（関係部分） 

議案第 71号 令和３年度四日市市競輪事業特別会計予算 

議案第 73号 令和３年度四日市市食肉センター食肉市場特別会計予算 

議案第 123号 令和２年度四日市市一般会計補正予算（第 10号） 
   第１条 歳入歳出予算の補正 

歳出第６款 農林水産業費 
  第１項 農業費 

第２目 農業総務費 
第３目 農地振興費 

  第２項 畜産業費 
第２目 畜産振興費 
第３目 食肉センター食肉市場費 

  第３項 農地費 
第２目 土地改良費 

歳出第７款 商工費 
第１項 商工費 
第２目 商工業振興費 

 第２条 繰越明許費の補正（関係部分） 

議案第 125号 令和２年度四日市市食肉センター食肉市場特別会計予算（第２号） 

議案第 129号 令和３年度四日市市一般会計補正予算（第１号） 
   第１条 歳入歳出予算の補正 

歳出第６款 農林水産業費 
  第３項 農地費 

第２目 土地改良費 
第７款 商工費 
第１項 商工費  
第２目 商工業振興費 
 

≪産業生活常任委員会≫ 
議案第 101号 四日市市食肉地方卸売市場業務条例の一部改正について 

議案第 111号 土地の処分について 
 

○市立四日市病院   
≪予算常任委員会産業生活分科会≫ 
議案第 80号 令和３年度市立四日市病院事業会計予算 
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予算常任委員会産業生活分科会長報告(令和３年２月定例月議会） 

産業生活分科会所管部分につきまして、当分科会における審査の経過と結果を、ご報

告申し上げます。 

議案第 70号 令和３年度四日市市一般会計予算 

【市民文化部・経過】 

◯第１条 歳入歳出予算 

≪歳出第２款総務費 第１項総務管理費 第１目一般管理費≫ 

市民生活課分室管理運営費について 

Ｑ．老朽化のために解体せざるを得ないのは理解するが、昌栄町自治会などの現在利用

している団体の活動に支障が生じるのではないか。 

Ａ．予算の議決後、利用団体には丁寧に説明したいと考えている。 

（意見）昌栄町自治会は活動が盛んな自治会であるため、その火が消えていかないよう

丁寧な対応をお願いしたい。 

 

≪歳出第２款総務費 第１項総務管理費 第 10 目地区市民センター費≫ 

地区市民センター電気自動車配備について 

Ｑ．電気自動車配備の目的を環境への配慮と災害時の非常用電源としているが、軽キャ

ブバン型が最適な選定なのか。 

Ａ．地区内の道幅の狭い道路の通行や資材を積載する場合などの実用性を考慮すると、

貨物スペースが広い軽キャブバン型が最適と判断した。 

Ｑ．非常用電源としては太陽光発電装置や風力発電装置も選択肢となるが、今後の検討

に向けた考え方について確認したい。 

Ａ．地区市民センター整備計画を今後策定する中で検討していく予定である。 

Ｑ．いつまでに示されるのか。 

Ａ．地区市民センター整備については、令和３年度予算で課題を検討するための調査費

用を計上しており、調査が完了した項目から段階的に示していく予定である。 

Ｑ．軽キャブバン型の電気自動車の参考車種として三菱ミニキャブ・ミーブバンが掲載

されているが、同様の車種はあるのか。 

Ａ．同様の車種は現在販売されておらず、参考車種の購入を想定している。 

Ｑ．参考車種が今年の３月で生産停止になるのは本当か。 

Ａ．メーカーからは生産停止ではなく、４月以降は特定事業者への供給になる予定であ

り、一般向け販売は３月末までに生産する一定台数のみとなることを確認している。 

Ｑ．家庭用コンセントから充電を行うと電気代が高額になるようだが、専用コンセント

を設置する予定はあるのか。 

Ａ．電気自動車を配備する地区市民センターには、200Ｖの専用コンセントを設置する予

定である。 

Ｑ．：質疑 A．：答弁 
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（意見）電気自動車の配備には反対しないが、技術革新が進む中で、一般向けの生産を

停止するような車種を慌てて購入する必要はないと考える。令和４年に３台、令和５

年に 11台を配備する予定を考えると、今後も一般向けに生産、販売される車種を購入

することが望ましい。 

Ｑ．参考車種は特定事業者向けの生産は続けられると理解するが改めて確認したい。 

Ａ．メーカーからは特定事業者向けの生産は続けると聞いているが、本市が特定事業者

に加わることはできないため、３月までの一般向け生産分から一定台数を調達したい

と考えている。また、調達できなかった場合には、特定事業者向け生産分から調達で

きないかを交渉していきたい。 

Ｑ．特定事業者と思われる郵便局は令和元年度、令和２年度で大量に導入しており、令

和３年度の導入は未定としているため、特定事業者向けであっても実際に生産される

かは不透明な状況と考えるがどうか。 

Ａ．特定事業者名については明かされていないが、今後より良い車種が登場すれば推進

計画のローリング等で見直していく選択肢はある。令和３年度については参考車種を

確保したいと考えている。 

窓口用情報端末機器（タブレット）について 

Ｑ．Wi-Fi環境整備は令和３年度に完了する予定であるのに、窓口用情報通信機器（タブ

レット）の導入は令和３年度と令和４年度に分かれる理由を確認したい。 

Ａ．Wi-Fi 環境整備は生涯学習等における活用も踏まえて令和３年度で完了させる計画

としているが、窓口用情報通信機器（タブレット）については活用方法を検証しなが

ら導入するため２カ年の計画としている。なお、各地区市民センターには総務部より

支給の業務用タブレットがあり、窓口利用が可能な状況となっている。 

地区市民センター整備事業費について 

別紙提言チェックシートに記載。 

≪歳出第２款総務費 第１項総務管理費 第 11 目国際化推進費≫ 

モバイル端末機遠隔通訳サービスについて 

Ｑ．多文化共生推進事業ではないかもしれないが、せっかく端末を配備するのならば、

聴覚障害者向け筆談ソフトなどを付加することで、多機能化を図ってはどうか。 

Ａ．窓口機能強化のためのタブレットを整備していく中で、健康福祉部と連携しながら

新たな活用方法を検討していきたい。 

日本語学習支援体制づくり事業について 

Ｑ．市域を超えた日本語学習支援体制構築に向けた周辺市町への働きかけとあるが、ど

の他市町を想定し、どのような働きかけを行うのか。 

Ａ．鈴鹿市や桑名市のほか、三重郡３町などを想定しており、広域的な日本語学習支援

体制の構築に向けた協力をお願いしていく。日本語学習支援の具体的な方法等につい

ては今後の協議の中で検討していきたい。 

Ｑ．他市町との協議は既に行われているのか。 

Ａ．三重県多文化共生ワーキング等を通じて、情報収集や意見交換は行っているが、日

本語学習支援体制構築については、今後協議を進めていく。 
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≪歳出第２款総務費 第１項総務管理費 第 12 目あさけプラザ費≫ 

あさけプラザ施設整備事業費について 

Ｑ．施設利用者用 Wi-Fi を展示会議室や学習室に導入するとのことだが、どのような活

用方法を想定しているのか。 

Ａ．図書館の付属施設である学習室と文化活動団体等が頻繁に利用する展示会議室に Wi-

Fiを導入することで、その場所に集まって活動する以外にも、インターネットでの情

報入手や双方向通信を行う場として活用してもらうことを想定している。 

Ｑ．生涯学習の新たな形態や GIGAスクール構想と連動した学習のための環境整備と理解

する。活用事例を情報共有することで、活用の幅が広がることを期待するがどうか。 

Ａ．利用の仕方は様々あると考えるため、前提となる環境を整備する中で、意見や要望

などを受けながら、少しずつ整えていきたい。 

Ｑ．あさけプラザは本市と三重郡３町のための施設であるが、本市が整備事業費を単独

で負担する理由を確認したい。 

Ａ．施設自体が本市に所在していることや、これまでの経緯から本市が単独で負担して

いるが、理由が判然としない状況にある。 

Ｑ．理由が明確でない限りは、負担に関する議論自体ができない状態が続くため、理由

を説明できるような調整をしてもらいたいが可能か。 

Ａ．運営協議会に諮り、協議を進めていきたい。 

 

≪歳出第２款総務費 第１項総務管理費 第 16 目男女共同参画費≫ 

男女共同参画推進事業について 

Ｑ．男女共同参画推進事業については、コロナ禍を受けて、経年的な事業のあり方を見

直し、取捨選択を図る必要があるため、新たな会議体などを設置して検討すべき段階

にあると考えるがどうか。 

Ａ．コロナ禍を機に様々な課題が発生している状況であるため、関係部署が集まって検

討するような新たな会議体の設置も選択肢の一つであると考える。 

Ｑ．コロナ禍を受けて、不安定な立場に置かれている方が、より深刻な状況となる中で、

男女共同参画推進事業については、重点項目を定めながら、ＳＤＧｓの理念である「誰

一人取り残さない」体制を構築していく時期に入っていると考えるため、次の 10年に

向けた課題を精査し、外部の有識者の知見を得ながら、本市の男女共同参画を次のス

テージへ押し上げていくべきと考えるがどうか。 

Ａ．コロナ禍において新たに発生している問題への対応と、10年先を見据えた男女共同

参画の方向付けの両面から検討していきたい。 

Ｑ．性差についてはどのようなスタンスなのか。 

Ａ．基本的なスタンスは、性別を問わず誰もが生きづらさを感じないことであり、それ

ぞれに応じた配慮と公平性の担保を念頭に置いて施策を行っていきたいと考えている。 

（意見）昨今は男女間や高齢者若年者間で、優遇すべきことと平等にすべきことの境目

が難しくなってきている。行政は公平中立な立場として、わかりやすい指針を示して

ほしい。 
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（意見）固定的な役割分担意識を解消することで、男女平等を目指していく必要がある

が、相対的に不安定な立場に置かれやすい女性に対しては、一定の優遇措置も必要と

考える。今の時代に合った男女共同参画推進事業を模索していかなければならないと

考える。 

（意見）性別を理由とする固定概念の解消を目標に設定すると、達成は極めて難しいも

のになると考える。社会から性別による選択肢の制限をなくせるよう、経年的に達成

可能な目標を設定し、着実に取り組みを進めてほしい。 

（意見）男女共同参画社会に関する市民意識調査には「夫は外で働き、妻は家庭を守る

べきである」といった考え方をどう思うかについての設問があったが、この設問自体

が固定概念を植え付けさせてしまう恐れがあると考える。 

（意見）最近は行政自身が個人の内心の自由に介入することが増えているように感じる。 

 

≪歳出第２款総務費 第１項総務管理費 第 17 目コミュニティ活動費≫ 

防犯外灯新設維持費補助金について 

Ｑ．電灯料の補助率を 75％から 80％に引き上げたにもかかわらず、今年度の当初予算額

よりも大きく減額している根拠を確認したい。 

Ａ．想定よりも電灯料の単価が下がり、設置灯数が少なかった今年度の実績を踏まえた

ためである。なお、今年度予算でも実績を踏まえた減額補正を計上している。 

 

地域マネージャーについて 

Ｑ．地域マネージャーが会計年度任用職員となって約 1 年間が過ぎたが、市民文化部が

求める役割に即している状態かどうかを確認したい。 

Ａ．今年度の最終的な活動報告は受けておらず。これから検証したいと考えているが、

地域住民主体の地域づくりの推進のために活躍いただいていると考える。 

Ｑ．会計年度任用職員となった後でも、地域住民から団体事務局職員と同等に扱われる

事例が多くあり、役割が明確でないという印象を強く受けた。制度を存続させるので

あれば、館長や地域マネージャーに対して改めて研修を行う必要があり、また、新規

採用する際には、職責を果たせる人材かどうかを十分に見極める必要があると考える

がどうか。 

Ａ．地域からの要請を受けて一定期間は地区の事情に応じて柔軟な対応としたことは事

実であり、未だに行き違いが見られる事例はあるが、うまく機能している事例もある

と考える。業務の平準化の必要性は感じているため、館長や地域マネージャーから聞

き取りをしながら方向性を再度検討していきたい。 

（意見）自治会等に対する支援は地域づくりのための補助金で担保されており、その上

で行政職員の便利使いを許すことが、地域にとってよいことなのか疑問がある。また、

地域マネージャーの新規採用にあたっては、公務員としての立場を鑑みて、勤務地区

を限定する人材を採用すべきでないと考える。 

（意見）地域マネージャーという役割の必要性をあらためて見直すべきである。 
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≪歳出第２款総務費 第１項総務管理費 第 19 目文化振興費≫ 

文化会館大規模施設等改修事業について 

Ｑ．アセットマネジメントと建て替えについてどう考えているのか。 

Ａ．公共施設は約 70 年使用する方針のもとでアセットマネジメントに取り組んでおり、

文化会館には約 30 年の耐用年数が残っていることから、計画的な修繕等に取り組み、

今後も施設を安全で良好な状態で管理していきたい。 

（意見）約 70年使用するためには多額の改修費用を投じることになるため、早期の建て

替えも状況に応じて検討すべきである。 

 

文化会館における感染症対策について 

Ｑ．抗菌・抗ウイルスコーティングについての見解を確認したい。 

Ａ．効果が科学的に立証されれば、本市として今後導入する可能性もあると考えるため、

注視していきたいと考えている。 

（意見）公共交通機関や商業施設では先行の導入事例があるため、それらを十分に察知

し、早期の検討をお願いしたい。 

 

こども芸術体験事業費について 

Ｑ．コンサート等を実施するプロの演奏家の選考基準を確認したい。 

Ａ．大都市圏等でのコンサートや子供を対象としたコンサートの実績を選考基準として

いる。 

Ｑ．音楽交流事業を実施する小学校として２校程度を予定しているが、その根拠を確認

したい。 

Ａ．今年度に教育委員会を通じて要望を募り、手が挙がった２校で試験的に実施した実

績に基づくが、それ以上に手が挙がるようであれば調整して対応していきたい。 

Ｑ．数多くの学校がある中で２校しか手が挙がらなかったということは、あまり求めら

れていない事業なのではないか。 

Ａ．文化会館も学校等にアーティストを派遣する事業を行っており、授業数の関係上、

重複は難しいのではと考えている。今年度の試験的実施では、学校とのヒアリングを

通じて、夢を描いてもらえるような話を聞く機会を設ける工夫を行い、良い反響を得

たため、今後も学校のニーズに応える形で取り組んでいきたい。 

Ｑ．コロナ禍で子供を対象にしたコンサートを開催して大丈夫なのか。 

Ａ．会場定員の半分程度に抑える人数調整や、参加者の名前・連絡先の把握などの感染

症対策によって、今後も安心して参加してもらえるように取り組んでいきたい。 

Ｑ．今年度の「はじめてコンサート」の実施経過を確認したい。 

Ａ．募集定員には必ず到達しており、参加される皆さんからは想定を超える好評をいた

だいている。また、アンケートでは小さい子供を連れて参加する機会がなかったので

ありがたいといった声を毎回頂戴している。 

Ｑ．コロナ禍で見えない学力をどう育てていくのかは課題であり、このような芸術体験

は非常に重要と考えるが、令和３年４月から GIGAスクール構想が本格的に始動する中
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において、芸術を感じてもらうための様々な方法を提案することも必要であると考え

るがどうか。 

Ａ．文化会館が開催した「学び舎音楽会」では、文化会館でプロが演奏する様子を学校

に配信した実績があるため、それらを学びながら、できることから取り組んでいきた

い。 

（意見）GIGAスクール構想を展開するに当たっては、教育コンテンツをいかに充実させ

ていくかが重要となるため、本市独自の質の高いコンテンツを経年的に作成し、学校

現場等に提供する活動を、本事業に組み入れるよう検討してほしい。 

 

文化財関連事業について 

別紙提言チェックシートに記載。 

 

≪歳出第２款総務費 第３項戸籍住民基本台帳費≫ 

コンビニ交付事業について 

Ｑ．証明書のコンビニ交付実績の経年的な変化を確認したい。 

Ａ．開始当初の平成 31 年２月は 202 枚であったが、令和３年１月は 977 枚となってお

り、約５倍程度に増えている状況である。 

 

証明書交付手数料のキャッシュレス決済について 

Ｑ．キャッシュレス決済は自治体のスマート化に伴って、他の自治体に後れを取らない

よう早期に検討すべきと考えるがどうか。 

Ａ．関係部局との連携を図るとともに、他の自治体の状況の調査研究を行っていきたい。 

 

マイナンバーカードの取得推進事業について 

別紙提言チェックシートに記載。 

【商工農水部・経過】 

◯第１条 歳入歳出予算 

≪歳出第６款農林水産業費 第１項農業費 第３目農業振興費≫ 

北勢地方卸売市場再整備のあり方検討業務委託について 

Ｑ．現在の市場会社は市場運営に本当に必要なのか。 

Ａ．卸会社、仲卸会社を含めた全体の状況を把握しており、行政とのやりとりをスムー

ズに行っていると考える。今後は市場会社が主体となって経営展望を描いてもらうこ

とを期待している。 

（意見）市場のスリム化を進めるべきであり、老朽化した既存施設に費用を投じて大規

模改修を行うよりも、半分程度の規模で新設するなどの抜本的な改革を行うべきであ

る。 

Ｑ．施設修繕への補助金額は市場会社や関係する桑名市、鈴鹿市から了解をもらってい
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るのか。 

Ａ．市場会社、他の２市には相談を行い、了解をもらっている。 

 

茶業振興センターについて 

Ｑ．茶業振興センターの利用状況について確認したい。 

Ａ．小学校の社会見学場所として継続的に利用されているが、茶業振興に結びつく独自

事業の実施が難しい状況になっている。来年度からはテコ入れを図り、栽培管理やス

マート農業の研修場所としても利用したいと考えている。 

Ｑ．指定管理者である三重茶農業協同組合からは、市の直営に切り替えてほしいとの声

があるようだが、それは不可能なのか。 

Ａ．運営に苦慮していることは聞いているが、茶業関係者自身が茶業振興対策を行うこ

とは重要と考えるため、本市が支援する形で三重茶農業協同組合に運営してほしいと

考える。 

（意見）立地場所が販路開拓を行う施設としては適切でないと考える。 

 

農業経営収入保険加入促進対策事業費補助金について 

Ｑ．収入保険制度は青色申告の実績が条件となるため、小規模農家への支援にはなりに

くいと考えるがどうか。 

Ａ．青色申告は小規模農家にとってハードルが高いかもしれないが、本市でも勉強会を

通じて申告方法を指導しているため、収入保険制度を利用して様々なリスクに備えて

ほしいと考えている。 

 

地域ぐるみ型農業推進事業費補助金について 

Ｑ．農地集積に対する支援であり、小規模農家の視点が欠けていると感じるがどうか。 

Ａ．担い手農家に対する支援としては規模の拡大や集約を狙っているが、今回の地域ぐ

るみ型農業推進事業は中小農家が共同で取り組むことに対する支援であり、中小農家

を対象とした事業となっている。 

Ｑ．労働者自身が出資して経営に参画する労働者協同組合は農業経営での活用が見込め

ると考えるがどうか。 

Ａ．そのような組織化ができることが理想と考えるが、現時点ではハードルが高いと考

える。本補助金は農家同士の共同作業に必要な機械や施設の整備に向けたものとなっ

ている。 

（意見）労働者協同組合は農家の集合体としての活用が見込める組織形態と考えるため、

今後の検討課題にしてもらいたい。 

 

農産物等の販路拡大について 

（意見）四日市商業高校、四日市農芸高校、萬古焼業界、北勢地方卸売市場などの相互

連携を支援し、地場産品の拡販をより推進していくべきである。 

（意見）山奥に立地していても生産者が見える工夫などを行うことによって繁盛してい
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る道の駅が存在するため、本市においても量より質を重視した販路の確保を検討すべ

きと考える。 

 

≪歳出第６款農林水産業費 第４項水産業費 第３目漁港管理費≫ 

豊かな海つくり推進事業について 

Ｑ．近年は伊勢湾の水質が改善しており、富洲原運河にはクロダイが住み着くようにな

っている。魅力的な地場産品となるような魚種の放流を検討すべきと考えるがどうか。 

Ａ．放流する魚種は漁業協同組合からの要望を受けて決めているため、漁業協同組合と

調整して検討したい。 

（意見）かつて主力であったコウナゴの漁獲量は大きく減少しており、打つ手がない状

態となっている。本市の漁業は新しい発想を入れなければ衰退する一方と考える。 

Ｑ．魚は伊勢湾全体を回遊しているため、伊勢湾に接する市町全体で資源の保護を行っ

ていく体制が必要になるが、協議を行う場はあるのか。 

Ａ．三重県内では伊勢湾内の各漁協による連絡会が開催されており、本市も出席する機

会がある。また、三重県栽培漁業基本計画では、どのような魚種を育成し放流するか

が定められている。 

Ｑ．三重県栽培漁業基本計画の内容を確認したい。 

Ａ．後日資料で提出する。 

Ｑ．愛知県に対しても環境を守りながら漁業を行える栽培漁業の方向性を提案してもら

いたいがどうか。 

Ａ．伊勢湾全体で栽培漁業に力を入れていくことは重要な観点と考えるため、まずは三

重県に愛知県への働きかけを要請したい。 

 

磯津漁港海岸及び楠漁港海岸保全施設長寿命化計画書作成業務委託 

別紙提言チェックシートに記載。 

 

≪歳出第７款商工費 第１項商工費 第２目商工業振興費≫ 

高度 IT 人材育成事業について 

Ｑ．高度 IT人材育成事業はどのようなことを期待しているのか。 

Ａ．中小企業からは AI、IoT 等の新技術を活用して業務管理や勤怠管理等の業務効率化

を行いたいニーズが高まっていることから、就労支援や IT スキルアップの一環とし

て、これらのアプリケーションを作ることができる人材を育成したいと考えている。 

Ｑ．他の自治体がハッカソンを通じて本格的な IT人材の育成支援を行っている時に、「高

度 IT人材育成」という名称で就労支援の一環となる初歩的な講座を実施することには

違和感があるがどうか。 

※ハッカソン…アプリケーション制作を意味する「ハック」と「マラソン」を組み合わ

せた造語で、チームで制限時間内にプログラミングを行い、アイデアや

成果を競い合うイベント。 

Ａ．本事業では、エクセルやワードのスキルの一歩先であるアプリケーションを作成す
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るスキルを持った人材を「高度 IT人材」と定義している。ハッカソンを開催する選択

肢もありえるが、対象者を変えていく等の検討の必要があると考える。 

Ｑ．講座の講師はどのような業者に委託するのか。 

Ａ．今年度に「高度 IT人材育成にかかる連携協定」を締結し、パイロット講座を実施し

た実績がある株式会社 FIXERへの委託を予定している。 

Ｑ．期間や回数を限った講座を開講するだけでなく、自由に学べる機会を提供したり、

人材発掘を行ったりすることも必要と考えるがどうか。 

Ａ．来年度は講座形式で開催し、その実施状況を見て、課題等を確認しながら、対応を

考えていきたい。 

（意見）専門家の指導を自由に受けられる場所の提供が必要と考えるため、新図書館の

建設やじばさん三重の改修に併せて検討してほしい。 

Ｑ．どのような展開を予定しているのか。 

Ａ．就労支援としての効果検証を行うとともに、「高度 IT 人材」の定義も検証すること

で、今後に繋げていきたい。 

Ｑ．年齢層別に分かれて講座を実施する理由を確認したい。 

Ａ．今年度のパイロット講座を年齢層別で実施しており、若年者の方が理解が早い傾向

がみられたため、来年度も同様とすることを想定しているが、高齢者であっても理解

が早い方はいることから、スキル別のクラス分けも検討している。 

（意見）年齢層別で講座を分けることには違和感があるため、来年度に検証してほしい。 

 

障害者雇用の促進について 

別紙提言チェックシートに記載。 

議案第 71号 令和３年度四日市市競輪事業特別会計予算 

年間車券売上見込み額について 

Ｑ．年間車券売上は２年連続で当初予算額を上回っているが、令和３年度では考慮がな

されているのか。 

Ａ．令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響によるインターネット投票などの増

加によって当初予算額を上回る状況となったが、令和３年度ではそれらの実績を見込

んで計上している。 

議案第 73号 令和３年度四日市市食肉センター食肉市場特別会計予算 

別段の質疑、意見はなかった。 

議案第 80号 令和３年度市立四日市病院事業会計予算 

三重医療安心ネットワークシステム（ID-Link）について 

Ｑ．ID-Linkの利用状況をどのように評価しているのか。 
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Ａ．連携施設及び登録患者数はともに増加傾向にあることから、開業医の利用が広がっ

ていると考えている。 

Ｑ．開業医や薬局を含めた利用者から ID-Link に関する意見を聴取する場はあるのか。

また、課題を把握していれば確認したい。 

Ａ．当院の地域連携・医療相談センター「サルビア」と医師会役員が意見交換を行う場

として地域医療支援委員会があり、ID-Linkの活用に向けた情報共有も行われている。

課題としては、利用の拡大があるが、当院での入院治療から在宅医療に移行する患者

のかかりつけ医に対し、ID-Linkの利用を勧めている。 

（意見）ID-Linkは薬の処方、血液検査の結果、レントゲンやＣＴの画像情報、レポート

などの医療情報を共有できるシステムであり、かかりつけ医と開示病院（市立四日市

病院、四日市羽津医療センター、三重県立総合医療センター）との連携を密にするこ

とができるため、現場の声を吸い上げながら活用促進に努めてほしい。 

 

メンタルヘルスカウンセリングについて 

Ｑ．新型コロナウイルス感染症入院患者担当看護師に対するメンタルカウンセリングと

その他のカウンセリング・相談制度の利用実績について確認したい。 

Ａ．新型コロナウイルス感染症入院患者担当看護師に対するメンタルカウンセリングに

ついては、現在のところ利用実績がなく、その他のカウンセリング・相談制度につい

ては、本人が直接申し込む形式であるため、当院としては実績を把握していない。 

Ｑ．新型コロナウイルス感染症入院患者担当看護師に対するメンタルカウンセリングに

ついては、臨床心理士報償費 24万円が計上されているが、利用実績が全くない場合は

金額が変動するのか。 

Ａ．利用実績に応じて支払うため、仮に０件だった場合は０円となる見込みである。 

 

院内託児所事業について 

Ｑ．院内託児所事業の委託先について確認したい。 

Ａ．院内託児所事業は単独随意契約によって、当院副院長を会長とする託児所運営協議

会に委託している。 

Ｑ．公立病院の託児所事業は公募によって業者を選定すべきと考えるがどうか。 

Ａ．公募による民間委託への移行については、平成 30年から他院へのヒアリング調査を

行っているが、当院とは雇用形態や職員数に相違が見られるため、調査を継続して行

っていきたい。 

Ｑ．適切な参考事例が見つかるまで調査を継続するつもりなのか。 

Ａ．可能であれば円滑に民間委託に移行できた病院からアドバイスを受けたいと考えて

いるが、ある程度の時期には、当院としての判断が必要になると考える。 

Ｑ．調査開始から約３年が経過しているが、あと何年で判断するのか。 

Ａ．いつまでに判断するのかまでは決めかねている。 

（意見）約３年の調査期間を経ても参考事例を見つけられず、調査期間の目途を設けな

いまま現状維持しようとする姿勢は改善すべきと考える。 
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Ｑ．院内託児所のあり方を見直すべき時期であると考えるが、一方で、医療従事者の勤

務体系に合わせて柔軟に対応しなければならない特殊事情も存在する。院内託児所の

あり方検討についての意向を確認したい。 

Ａ．院内託児所は看護師確保、離職防止を目的として昭和 46年から運営しているが、近

年はあり方を見直すべきとの指摘を受けており、民間委託への移行を含めた調査研究

を行っている。託児所運営協議会が雇用する保育士等の身分をどのように担保するか

も課題であり、慎重に判断しながら、よりよい運営のあり方を検討したいと考えてい

る。 

Ｑ．託児所運営協議会の職員の身分を保障すべき法的な義務は存在するのか。 

Ａ．法的な義務は確認できないが、民間委託の事業者に転籍した職員がその後に解雇さ

れたことで訴訟に発展した事例が存在するため、道義的な責任はあると考えている。 

Ｑ．３年程度の猶予を設けた上で民間委託に移行するのであれば道義的な責任は果たし

ていると考えるがどうか。 

Ａ．そのような対応で十分かどうかは現時点で判断できないが、院内託児所の職員労働

組合と話し合いを行う必要はある。 

 

病院施設大規模改修事業について 

Ｑ．令和２年度に実施した基本計画・基本設計の概略を確認したい。 

Ａ．資料で提出する。 

Ｑ．概算工事費用を確認したい。 

Ａ．病院機能を維持しながらの改修となり、工期も長くなることなどから、過去の改修

実績から概算すると、工期約５年間で約 38 億円になると想定している。 

 

院外研修について 

Ｑ．院外研修については、現場の声を尊重して柔軟に対応することを以前から求めてい

るが、市役所の規程に沿わない独自の対応について研究しているのか。 

Ａ．独自の対応を行うための明確な理由を見出せておらず、現在は市役所の規程に沿っ

た対応としている。 

Ｑ．市民の生命を守り、安心安全を担保する市立四日市病院の存在意義を考えると、研

修の価値は大きく異なると考える。旅費規程についても柔軟な対応があってもよいと

考えるがどうか。 

Ａ．移動に関しては市役所の職員と当院の職員で差を設ける理由はないと考えており、

また、研修の効果を重視する側面からも、当院の職員だけ前泊や後泊などの条件を緩

和する理由を見出すことが困難であるため、市役所の職員と同一の対応を考えている。 

（意見）院外研修の予算を組むのならば、学びの質についても十分に配慮すべきである。

専門職が研修によって新たな知見を得ることは事務職とは次元が違うと考えるため、

専門職の研修の成果を最大限担保できる環境を整えてほしい。現場の専門職の意見を

拾い上げながら、効果的な研修の実施に向けてさらに研究することを強く要望する。 
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給食業務委託について 

Ｑ．患者満足度調査では、食事の内容についてあまり満足していない結果が出ているが、

どのように改善を図っているのか。 

Ａ．患者に対して喫食調査やどんなおかずが良いかといった嗜好調査などのアンケート

調査を行うとともに、給食業務受託業者、当院の医師、栄養士、事務局職員による月

例会議の実施や、院長や事務長などが交替で行う毎日の給食の検食によって、状況を

把握している。今後も患者や院内の意見を捉えて改善に努めていきたい。 

（意見）次回の患者満足度調査では改善が見られるよう取り組みを進めてほしい。 

 

病院経営について 

Ｑ．ＤＰＣ特定病院群を堅持しながら病院経営を行っていく上で課題と感じる部分を確

認したい。 

※ＤＰＣ特定病院群…高診療密度を有する大学病院本院並の診療機能を有した病院 

Ａ．コロナ禍に起因する受診の抑制は深刻な課題と捉えている。市内においても健康診

断の受診率が非常に落ち込んでいる中、早期発見や検査治療の件数は大幅に減少して

いる。ウィズコロナにおいては、基本的な当院の使命を前提にしながらバランス感覚

を持って経営できるよう職員全体で考えていきたい。 

（意見）早期発見の減少は重要な問題であるため、過度な受診抑制を防止するような施

策を検討していく必要がある。 

 

コロナ禍を受けた市立四日市病院の感染症対策について 

別紙提言チェックシートに記載。 

救命救急センター（ＥＲ）について 

別紙提言チェックシートに記載。 

議案第 123号 令和２年度四日市市一般会計補正予算（第 10号） 

【市民文化部・経過】 

◯第１条 歳入歳出予算の補正 

≪歳出第２款総務費 第３項戸籍住民基本台帳費≫ 

番号制度関連経費について 

Ｑ．マイナンバーカード取得率の今後の見通しを確認したい。 

Ａ．現在の月間交付枚数を考慮すると、令和２年度末は約 24％になる予想である。国は

令和４年度末までに全ての国民に取得させる予定としているため、令和３年度末まで

には 60％程度を目指したい。 

（意見）マイナンバーカードの有効期限は 10 年だが、電子証明書の有効期限は 5年とな

っている。利便性向上のため、電子証明書についても有効期限を 10年とするよう国に

働きかけてほしい。 
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◯第２条 繰越明許費の補正 

あさけプラザ整備事業費について 

Ｑ．前払金及び出来高払を令和３年度に繰り越す理由を確認したい。 

Ａ．本工事は、令和２年度と令和３年度にまたがる工事であり、令和２年度分の前払金

及び出来高払を支出する予定としていたが、受注事業者は令和３年度での一括受け取

りを選択し、令和 2年度の請求を辞退する届け出があったためである。 

Ｑ．受注業者は対価のほとんどを受け取っていない状態であるが問題はないのか。 

Ａ．受注者には前払金と出来高払を受け取る権利が契約書上保障されているが、前払金

を受け取るためには、別途費用を払って前払金保証事業の保証契約を締結する必要が

あるため、財政的な体力を持つ本工事の受注者は、前払金と出来高払を受け取らない

判断をしたようである。 

 

【商工農水部・経過】 

◯第１条 歳入歳出予算の補正 

≪歳出第６款農林水産業費 第１項農業費 第３目農業振興費≫ 

強い農業・担い手づくり総合支援事業費について 

Ｑ．国で事業採択されなかったことによる減額補正だが、本市の農業政策に必要である

として市単独で補助を行っていく考えはないのか。 

Ａ．市として必要なものであると考えているが、農地集積や付加価値額の向上といった

条件整備が十分でないことが不採択の原因であるため、まずは条件整備のための地域

農業のまとまりづくりに力を入れ、次回採択されるよう努力したい。 

（意見）本市の農業政策に必要な事業であれば、市単独での予算を計上した上で、国や

県に採択された場合に補正を行うことも研究してほしい。 

 

肉用牛農家経営安定支援事業費補助金について 

Ｑ．補助金の成果を確認したい。 

Ａ．議会からの指摘を受けて単価設定に変更した結果、効果的に交付できたと考える。

また、制度を開始してからは、せりの売り出し価格からほぼ全てが上昇したため、生

産者、買請人双方にとって補助の効果はあったと考える。 

Ｑ．議会が指摘する前の事業内容で試算することは可能か。 

Ａ．試算を行ってみたい。 

 

鳥獣被害防止対策事業費について 

Ｑ．イノシシの捕獲頭数が当初計画よりも大きく減少しているが、データ等で理由が明

確になっていれば確認したい。 

Ａ．データとしては持ち合わせていないが、猟友会は生息頭数や目撃情報が減っている

印象を持っているようである。ただし、地域によっては被害が依然として続いている

-17-



 

 
 

ため、捕獲された位置情報などを確認しながら、重点的に対応していきたい。 

Ｑ．イノシシが減っている原因はどのように考察しているのか。 

Ａ．因果関係がはっきりしていないが、豚熱に感染して死亡するイノシシが増えている

と推測している。 

Ｑ．実際に畑の隅でイノシシが死んでいた話を聞いたことがあるが、自然界で豚熱が流

行していると仮定して、対策を取る必要はないのか。 

Ａ．三重県は野生のイノシシに向けて経口ワクチンを散布しているが、その効果がどこ

まであるのかはわかりにくいところがある。豚熱は畜産農家にとっての脅威であるた

め、防疫対策として、感染したイノシシについての情報を農家と共有し、危険が迫る

場合には周辺に消石灰を散布する対応を進めている。 

 

≪歳出第７款商工費 第１項商工費 第２目商工業振興費≫ 

四日市市プレミアム付食事券事業費補助金について 

Ｑ．プレミアム付商品券の販売金額と換金状況を確認したい。 

Ａ．後日資料で提出する。 

Ｑ．参加店舗の中に廃業となった店舗は存在するのか。 

Ａ．参加数 517店舗の内、数店舗が休業や廃業となっている。 

Ｑ．本市で初の事業であったため、その辺りの検証を行ってほしいが可能か。 

Ａ．本事業の検証についてはしっかりと考えていきたい。 

議案第 125号 

令和２年度四日市市食肉センター食肉市場特別会計予算（第２号） 

 別段の質疑、意見はなかった。 

議案第 129号 令和３年度四日市市一般会計補正予算（第１号） 

【市民文化部・経過】 

◯第１条 歳入歳出予算の補正 

≪歳出第２款総務費 第３項戸籍住民基本台帳費≫ 

 別段の質疑、意見はなかった。 

 

【商工農水部・経過】 

◯第１条 歳入歳出予算の補正 

≪歳出第６款農林水産業費 第３項農地費 第２目土地改良費≫ 

 別段の質疑、意見はなかった。 
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【結果】  

以上の経過により、当分科会所管部分につきましては、議案第 70号 令和３年度四日

市市一般会計予算、第１条歳入歳出予算のうち、歳出第２款 総務費 第１項 総務管理

費中 施設管理運営費（地区市民センター電気自動車配備関係部分）については、分科

会の総意により、採決を行わずに全体会審査に送るべきものと決し、その他の部分につ

いては、いずれも別段異議なく、原案のとおり可決すべきものと決しました。 

なお、議案第 80号 令和３年度市立四日市病院事業会計予算、第３条収益的収入及び

支出のうち、支出第１款 病院事業費用 第１項 医業費用中 院内保育事業委託料につ

いて、附帯決議を付すべきものとして全体会において審査すべきとの意見があり、これ

を諮ったところ、賛成多数により、全体会に送ることと決しました。 

これをもちまして、産業生活分科会の審査報告といたします。 
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四日市市議会提言チェックシート 

～当初予算案への反映状況について～ 

 （令和３年２月定例月議会 予算常任委員会） 

                                       Ｎｏ．３ 

事業名 マイナンバーカードの取得推進事業について 

事業概要 

番号制度開始から５年目となった令和元年度においては、平成 30年

度開始のコンビニ交付に加え、令和元年度開始のマイナポイント予約

などマイナンバーカードの取得・利便性について引き続き積極的に周

知を行った。その結果、マイナンバーカード交付件数の累計は令和元

年度末で 35,435件となった。 

決算額 
番号制度関連経費   48,012,888 円(うち明許繰越 31,144,000円) 

コンビニ交付事業費 15,434,753 円 

翌年度予算への提言 
   

＜提言＞ マイナンバーカードの取得推進について 

 マイナンバーカードの取得推進に向けては、同カードを用いた市民サービスの充実が重要であ

ることから、全庁的にデジタル化を推進するとともに、各部局の市民サービスに対するマイナン

バーカードの利活用について検討を行うべきである。 

 

※参考 事業実施に関する意見 ③拡大  

 

【当初予算案への反映状況 ／ 理事者からの報告】 

 

[市民課] 

行政のデジタル化及びマイナンバーカードを利活用した市民サービスの充実を図る上では、そ

の基盤となるマイナンバーカードの更なる取得促進を図っていく必要がある。 

令和 3 年度においては、市民がネットで空き状況を確認のうえカード交付予約を行うことがで

きるよう新たにカード交付 Web 予約システムを導入し、一層の市民サービス向上を図るほか、

臨時交付窓口や休日・夜間交付窓口の開設、企業等への出張申請受付及びイベント会場等での申

請サポートを実施することで、マイナンバーカードの交付機会・申請機会の拡大を図っていく。 

 

【令和 3 年度当初予算】 

番号制度関連経費        165,510 千円（前年度当初予算：54,741 千円） 

〈うちﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞ取得推進事業分  41,663 千円（前年度当初予算： 4,852 千円）〉 

コンビニ交付事業費        18,970 千円（前年度当初予算：15,814 千円） 
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※四日市市議会提言チェックシートＮｏ．１「スマート自治体の実現について」より再掲 
 

[ＩＣＴ戦略課]  

マイナンバーカードを活用した行政手続のオンライン化事業について 

行政手続のオンライン化に向け、業務運用フローを作成し、業務内容や申請実績などの分析を

行うことで、オンライン化していく申請書の優先順位を決めるとともに、オンライン申請専用サ

イトの研究や実証実験を行う。 

【令和３年度当初予算】 

１３，０００千円 （前年度当初予算 ５００千円） 

 

 

 

【当初予算案への反映状況 ／ 分科会での確認】 

１．主な意見 

【質疑応答】                          （Ｑ．質疑 Ａ．答弁） 

Ｑ．先進他市町に比べて、マイナンバーカードを取得する動機に繋がるような利便性が見られな

いことが提言の発端となったが、提言後にマイナンバーの利便性向上に向けた協議はどの部局

とどのように行ったのか。 

Ａ．IＣＴ戦略課とマイナンバーカードの取り組みについて協議する機会はあったが、他の部局

とは行っていない。 

Ｑ．マイナンバーカードの利便性向上について検討すべき部局が明確になっていないと考える

が、どの部局が取りまとめを行い、政策決定していくべきと考えるのか。 

Ａ．基本的にはマイナンバーカードを所管する市民文化部が行っていくべきと考える。一部で縦

割りとなっている業務があるため、市民文化部で取りまとめた上で、庁内調整会議や新たに設

置する会議等で議論していきたい。 

【意見】 

・マイナンバーカードの普及促進は国でも政策誘導を行っているが、最終的には基礎自治体であ

る本市が中心となって取り組むべき課題であると考える。 

・全庁的なマネジメントを図りにくいのは行政の多くが共通して抱える課題であるが、自治体の

スマート化に向けた推進計画の策定は解決策の一つと考えるため、その観点からも検討してほ

しい。 

 

２．反映状況 

⑤その他（事業実施手法の見直し） 

【議論の趣旨】 

マイナンバーカードの利便性向上に向けて、市民文化部が全庁的な取りまとめを行うことが示

されたことから、⑤その他（事業実施手法の見直し）に分類することとした。 
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四日市市議会提言チェックシート 

～当初予算案への反映状況について～ 

 （令和３年２月定例月議会 予算常任委員会） 

                                       Ｎｏ．４ 

 

事業名 地区市民センター整備事業費について 

事業概要 

地区市民センターの老朽化対策や和室バリアフリー化等を計画的に

行うとともに、老朽化が進んでいる施設・設備の修繕を実施し、安全

性・快適性を高め利便性の向上を図った。 

決算額 地区市民センター整備事業費 93,512,710円  

翌年度予算への提言 
   

＜提言＞ 地区市民センターの整備実施について 

 今後の地区市民センターの整備実施に向けては、地区市民センターに求められる機能及び必要

となる設備等について調査研究及び精査を行う中で整備方針を定め、整備事業計画を策定した上

で、着実かつ効率的に実施していくべきである。 

※参考 事業実施に関する意見 ⑤その他（事業実施手法の見直し など） 

【当初予算案への反映状況 ／ 理事者からの報告】 

  地区市民センターの整備について、計画的に施設の維持を図るためのアセットマネジメント

及び、総合計画に掲げた窓口や防災面等の機能強化などを行うとともに、今後、さらに求めら

れる機能にかかる整備事業計画の策定に向けて、防災、福祉、利便性などの観点から必要とな

る設備等を検討するため、現状機能や同規模他都市の先進事例などにかかる調査研究及び精査

を行う経費として１，６００千円を当初予算案に計上した。 

  ＜今後の予定＞ 令和３年４月 方向性等について庁内調整（スプリングレビュー） 

              ９月 ８月定例月議会産業生活常任委員会協議会にて協議 

【令和３年度当初予算】 １，６００千円 （前年度当初予算 －） 

【当初予算案への反映状況 ／ 分科会での確認】 

１．主な意見 

【意見】 

・非常用電源については、風力発電や太陽光発電などの導入を検討し、必要と認める場合は整備

事業計画の中に盛り込んでほしい。 

・Wi-Fi 環境整備やタブレットの導入は進んでいるが、障害者への合理的配慮の観点から、タブ

レットへの筆談機能等の追加などを健康福祉部と連携しながら進めてほしい。 

・整備事業計画を策定するための費用が計上されたことから、反映状況は拡大と評価するが、名

目上で終わらないよう注視していく必要がある。 

２．反映状況 

③拡大 

【議論の趣旨】 

整備事業計画の策定に向けた調査研究及び精査を行う経費が予算計上されたことから、③拡大

に分類することとした。 
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四日市市議会提言チェックシート 

～当初予算案への反映状況について～ 

 （令和３年２月定例月議会 予算常任委員会） 

                                       Ｎｏ．５ 

事業名 障害者雇用の促進について 

事業概要 

（障害者雇用促進事業費） 

 障害者雇用に取り組む事業者に対し、雇用に関する研修や先進企業

の取り組みを視察する機会を提供することで、障害者雇用の理解を深

めるとともに、職場への定着を支援する。また、市内に特例子会社や

その支店等を設立し、新たに障害者を雇用する事業者に対し、設立経

費の一部を支援することで、障害者の雇用の場を確保する。 

（障害者雇用奨励補助金） 

身体障害者や知的障害者、精神障害者を雇用する事業主に対して、

国の制度に上乗せをして奨励補助金を交付することにより、障害のあ

る人の雇用機会の拡大を図る。 

決算額 
障害者雇用促進事業費 1,611,524円 

障害者雇用奨励補助金 1,640,000円  

翌年度予算への提言 
   

＜提言＞ 障害者雇用の推進について 

障害者雇用については、補助制度の利用実績が少ないなど、支援が十分に行き届いていない現

状があることから、商工農水部と健康福祉部が深い相互理解を図る中で、障害者雇用の促進に向

けた新たな仕組みづくりについて検討すべきである。 

 

※参考 事業実施に関する意見 ③拡大  

 

【当初予算案への反映状況 ／ 理事者からの報告】 

企業等が障害者雇用に関する理解を深めるため、商工農水部と健康福祉部とが連携し、障害者

雇用に関するパンフレットを作成し、各種支援制度の周知を図っていく。 

また、障害者の雇用促進・職場定着を図るため、障害者を新たに雇用し、継続して雇用した市

内企業等に対して、雇用期間に応じた補助金を支給する。 

 

 【令和３年度当初予算】 

 ・障害者雇用奨励補助金           ４，５６０千円（前年度：４，５６０千円） 

 ・障害者雇用促進事業費           ６，９８６千円（前年度：３，５７６千円） 

   うち、障害者の雇用に関するパンフレットの作成  ２９０千円（前年度：－ ） 

      障害者雇用職場定着支援事業      ３，９１０千円（前年度：－ ） 
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【当初予算案への反映状況 ／ 分科会での確認】 

１．主な意見 

【質疑応答】                          （Ｑ．質疑 Ａ．答弁） 

Ｑ．公共交通機関の障害者割引は当事者にとって不十分な支援制度であると考えるが、国の支援

が届かないところを本市が補うことについて、健康福祉部と議論しているのか。 

Ａ．健康福祉部では重度の障害者の方が企業に通うための支援を行う施策を用意している。企業

や福祉作業所からも通所が難しい方がいると聞いているため、様々な意見を商工課と障害福祉課で

共有しながら引き続き議論していきたい。 

Ｑ．障害者の雇用に関するパンフレットをどのように活用していくのか。 

Ａ．本市が企業に対して就労支援の周知を行う際に活用するとともに、福祉作業所が企業に働き

かけを行う際に活用することも考えている。 

【意見】 

・雇用の継続を誘導する障害者雇用職場定着支援事業を新たに実施することは前進と考えるが、

今後検証を行ってほしい。 

・将来的には一般雇用につなげていけるような事業展開を期待したい。 

 

２．反映状況 

③拡大 

【議論の趣旨】 

障害者の雇用促進・職場定着を図る新規事業を実施するとともに、健康福祉部との継続的な協

議も行われていることから、③拡大に分類することとした。 
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四日市市議会提言チェックシート 

～当初予算案への反映状況について～ 

 （令和３年２月定例月議会 予算常任委員会） 

                                       Ｎｏ．６ 

事業名 コロナ禍を受けた市立四日市病院の感染症対策について 

事業概要 

 

決算額   

翌年度予算への提言 
   

＜提言＞ コロナ禍を受けた市立四日市病院の感染症対策の実施について 

新型コロナウイルス感染症等に対応した病院運営のあり方について検討を重ねるとともに、

今後の感染症のさらなる流行に備え、診療をはじめ医療従事者の働く環境の整備を含めた医療

体制の充実を図るべきである。 

 

※参考 事業実施に関する意見 ③拡大  

 

【当初予算案への反映状況 ／ 理事者からの報告】 

 医療従事者が使用するマスクや消毒液といった感染防止のための消耗品が不足することのな

いよう努めるとともに、清潔で安全な環境を保つために日常清掃及び衛生環境管理等をしっかり

行う。また、感染症対策に従事した職員の労働環境整備のために、感染危険手当の支給、宿泊施

設借り上げおよび看護師のメンタルヘルスカウンセリングの経費を計上する。 

 

【令和３年度当初予算】 

(1)新型コロナウイルス感染症対策に従事した職員の特殊勤務手当 

 感染危険手当：２９，２００千円（前年度当初予算： － ） 

(2)新型コロナウイルス感染症対策従事者用宿泊施設借り上げ 

 職員宿泊施設賃借料：４，２５６千円（前年度当初予算： － ） 

(3)新型コロナウイルス入院患者担当看護師に対するメンタルヘルスカウンセリング 

 臨床心理士報償費：２４０千円（前年度当初予算： － ） 

(4)病院施設全体の清掃 

 清掃業務委託料：１４４，２４３千円（前年度当初予算：１３０，３６１千円） 
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【当初予算案への反映状況 ／ 分科会での確認】 

１．主な意見 

【質疑応答】                          （Ｑ．質疑 Ａ．答弁） 

Ｑ．感染症対策として行う外来患者への検温や入院患者との面会制限は、安全管理からも効果的

な取り組みであり、コロナ収束後も継続的な実施を検討すべきと考えるが、今後はどのように

対応していくのか。 

Ａ．しばらくは慎重な対応をせざるを得ない状況が続くと考えるが、コロナ収束によって感染リ

スクが低減した場合には、内容に応じて継続して実施するものと段階的に制限を解除していく

ものの判断も必要であると考えている。 

【意見】 

・今後の病院経営に活かせる感染症対策については、コロナ収束後も継続的な実施を検討すべき

である。 

 

２．反映状況 

⑤その他（事業実施手法の見直し） 

【議論の趣旨】 

多くの感染症対策が予算計上されたと評価するが、コロナ収束後の病院経営に活かせる取り組

みの整理を期待することから、⑤その他（事業実施手法の見直し）に分類することとした。 
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四日市市議会提言チェックシート 

～当初予算案への反映状況について～ 

 （令和３年２月定例月議会 予算常任委員会） 

                                     （継続）Ｎｏ．２ 

事業名 文化財関連事業について 

事業概要 

 補助金制度を始めとした文化財関連事業は、文化振興課、観光交流

課、社会教育・文化財課など複数の部署にまたがり設けられている。

煩雑さを軽減するため、各課では、補助金一覧表を用いた統一的な案

内を実施している。 

決算額   

翌年度予算への提言 
   

＜提言＞ 文化財関連事業の見直しについて 

  地域に根ざした伝統文化が、教育、観光、地域活動における重要な資産として、十分に活用

されるよう、複数の部署にまたがる文化財関連事業を見直し、市民にとって、よりわかりやすく、

使いやすいリニューアルを検討すべきである。 

【当初予算案への反映状況 ／ 理事者からの報告】 

 

[３課共通] 

  本市の伝統文化を教育や観光、地域づくりにより活用していくため、文化財関係課（文化振

興課、社会教育・文化財課、観光交流課）による会議を随時開き、情報共有及び連絡調整を行

っている。 

令和 2 年度は、補助金の活用等が市民に対して不便のないよう、自治会や地域活動団体等の

活用に資する助成制度をまとめた「地域団体への助成制度のしおり」に３課で扱っている文化

財関連の補助金などを掲載するなど周知に努めたところである。引き続き、市民には丁寧でわ

かりやすい案内を行っていく。 

 なお、文化財関連事業の見直しについては、現在の文化振興課と社会教育・文化財課を市長

部局において統合することを念頭に、組織の見直しについて検討を進めている。 

 

[社会教育・文化財課] 

  鳥出神社の鯨船行事については、令和 2 年度に新たに設けた観覧環境の整備などへの補助金

の制度により、令和 3 年度も引き続き支援を行っていく。 

 ユネスコ無形文化遺産継承支援活用事業費：５００千円 継承支援補助（1/2､上限 500千円） 

            （前年度当初予算：５００千円） 

[文化振興課] 

 「地域の文化遺産の保存・継承支援事業補助金」については、令和３年度予算案での内容変更

等はなく、同補助金の活用を進めるため、地区市民センターを通じた地域へのＰＲをはじめ、

保存団体等へ個別に同補助金の案内をするなど、丁寧に周知を行っていく予定である。 
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 地域の文化遺産の保存・継承支援事業補助金：１，４００千円 

             （前年度当初予算：１，４００千円） 

 

[観光交流課] 

「大四日市まつり 山車等復元に対する助成金交付に関する規約」に基づき、復元や修理を

必要とする山車等に対して、大四日市まつり実行委員会の自主財源（基金）から必要に応じて

助成を行うものであることから、当初予算措置は行っていない。 

 

 

【当初予算案への反映状況 ／ 分科会での確認】 

１．主な意見 

【意見】 

・文化振興課と社会教育・文化財課の業務の統合を前提とした組織の見直しの検討を進めている

ため、一定の評価をしたい。 

 

２．反映状況 

⑤その他（事業実施手法の見直し） 

【議論の趣旨】 

文化振興課と社会教育・文化財課の業務の統合を前提とした組織の見直しの検討を進めている

ことから、⑤その他（事業実施手法の見直し）に分類することとした。 
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四日市市議会提言チェックシート 

～当初予算案への反映状況について～ 

 （令和３年２月定例月議会 予算常任委員会） 

                                     （継続）Ｎｏ．３ 

事業名 
磯津漁港海岸及び楠漁港 

海岸保全施設長寿命化計画書作成業務委託 

事業概要 

 老朽化が進行している磯津漁港海岸及び楠漁港海岸における海岸保

全施設について、その防護機能を可能な限り長期間維持できるよう支

障が生じる前に計画的に対策を講じる予防保全の考え方に基づき、各

種海岸保全施設の点検に関する計画及び修繕等に関する計画を作成す

る。 

決算額   

翌年度予算への提言 
  

＜提言＞ 海岸保全施設の耐震化対策について 

海岸保全施設の整備に当たり、両港については長寿命化計画のもと施設改修が進められている

が、老朽化対策のみならず、液状化等の耐震化対策についても、国の動向を待つことなく、同時

施工による経済的メリットについても十分勘案の上、実施に向け検討すべきである。 

【当初予算案への反映状況 ／ 理事者からの報告】 

【農水振興課】 

 長寿命化計画に基づき、緊急性の高い老朽化した海岸堤防の施設改修を行っており、同時に耐震化

対策を行っているが、海岸堤防の耐震化は連続するすべての堤防で対策を講ずることによって、効果

が発揮できるものであることから、既に策定した長寿命化計画に令和２年度の耐震調査の結果を踏ま

え、隣接する三重県と調整し、対応を検討していく。 

【令和３年度当初予算】 

 海岸保全施設整備事業費のうち 

  楠漁港海岸堤防改修工事（上部工）：３０，０００千円（前年度予算：１７０，０００千円） 

  漁港海岸堤防耐震調査業務委託：   －    千円（前年度予算： １０，０００千円） 

【当初予算案への反映状況 ／ 分科会での確認】 

１．主な意見 

【質疑応答】                          （Ｑ．質疑 Ａ．答弁） 

Ｑ．整備の進捗状況を確認したい。 

Ａ．楠漁港で老朽化対策と耐震化対策を行っており、耐震調査の結果を踏まえて今後の耐震化対

策をどのように着手していくかを検討する予定である。 

Ｑ．なぜ三重県と調整する必要があるのか。 

Ａ．本市は２km強の漁港の海岸線を管理しているが、海岸堤防の耐震化は、連続するすべての堤防

で対策を講ずることで効果を発揮するため、近隣の海岸線を管理する三重県と調整して整備する

必要がある。本市が今年度に行った耐震調査をもって、来年度には協議を行う予定としている。 
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２．反映状況 

③拡大 

【議論の趣旨】 

耐震調査を実施し、三重県と耐震化に向けた協議を行う予定としていることから、③拡大に分

類することとした。 
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四日市市議会提言チェックシート 

～当初予算案への反映状況について～ 

 （令和３年２月定例月議会 予算常任委員会） 

                                     （継続）Ｎｏ．４ 

事業名 救命救急センター（ＥＲ）について 

事業概要 

 救命救急センター（ＥＲ）は救急の専門医２名を中心として研修医

を配置するとともに、各科の医師がバックアップにあたる体制で運用

がなされている。 

決算額   

翌年度予算への提言 
   

＜提言＞ 救命救急センター（ＥＲ）の体制充実について 

１．体制の充実について 

  市立四日市病院における救急専門医の確保については外的要因によるところが大きいが、設

備増強による環境整備を図ることにより、先進医療への対応等、地域の拠点病院としての役割

を果たすことはもとより、医師に選ばれる医療機関となるとともに院内における救急専門医の

育成及び各科との連携についてもさらなる強化を図るべきである。 

 

２．患者への情報提供について 

  病院としての説明責任を果たすための情報開示のあり方について、調査・研究をすべきであ

る。 

 

【当初予算案への反映状況 ／ 理事者からの報告】 

１．体制の充実について 

  第四次中期経営計画においては救急医療の充実を重点項目の一つとして、外部からの招聘や

院内での育成による救急専従医の確保に引き続き取り組むとともに、各診療科専門医との連携

を一層強化して、救命救急センター（ＥＲ）の体制の充実を図ることとしており、令和３年度

予算では職員給与費のうち医師の増員に係る部分に救急専従医１名分を含む。 

  また、医師の救命救急に係る知識・技術の取得を目的とした研修への参加費を計上する。 

 【令和３年度当初予算】 

救命講習会参加費用：１，０００千円（前年度当初予算１，０００千円） 

 

２．患者への情報提供について 

  患者側へ説明する能力を向上させるため、外部研修や院内研修のための経費を計上する。 

【令和３年度当初予算】 

(1)外部研修受講料：３５０千円（前年度当初予算３５０千円） 

(2)院内研修   ：１５０千円（前年度当初予算１５０千円） 
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【当初予算案への反映状況 ／ 分科会での確認】 

１．主な意見 

【質疑応答】                          （Ｑ．質疑 Ａ．答弁） 

Ｑ．一般会計繰入金の繰出基準に関連するものはあるのか。  

Ａ．ＥＲに関しては、救急医療に関する収支の不足分が繰出基準となっているため、例えば、救

急専従医を増員したことで、コストが上がる場合には、繰入金は増額できると理解している。 

【意見】 

・一般会計繰入金に関連する市長当局とも調整しながら救急専従医の確保策を練ってほしい。 

・救急専従医の確保は非常に難しいことは理解している。引き続き救急専従医の確保に向けて努

力するとともに、医師の確保に向けた新たな施策を検討することを期待したい。 

・救急専従医の確保が困難であることは把握しているが、他の病院と比較した場合、体制はまだ

まだ不十分であると考える。 

 

２．反映状況 

⑤その他（事業実施手法の見直し） 

【議論の趣旨】 

各診療科との連携を一層強化してＥＲの体制の充実を図るとともに、救急専従医の増員に向け

た取り組みも確認できることから、⑤その他（事業実施手法の見直し）に分類することとした。 
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